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研究成果の概要（和文）： 1970年代後半からの高度成長期に、農山漁村や地方の中小都市から多くの若者が出
稼ぎや進学のために、上海や北京などの大都市圏や、近隣の地方都市に移動（流出）していった。それにより地
方の中小都市や農山漁村では人口が減少し過疎化が生じ、大都市では過密にみまわれた。1990年代後半に入る
と、内陸の過疎地域では少子化、高齢化が進行していった。地方の市町村では政府の過疎対策に依拠してその対
策に尽力してきたが、過疎化は依然として進行している。
  本研究は、中国内陸地域を事例として、中国における過疎化の現状や原因について、現地調査、統計分析、資
料の分析などを通じて、明らかにしている。

研究成果の概要（英文）：   In the era of high economic growth starting from the last half of 1970s, 
many young people in rural districts and small cities migrated to SHANGHAI and PEIJING metropolitan 
areas, or other capital in order to find jobs or to pursue further education. These population 
movements resulted in depopulation of rural areas and congestion in large cities. After the second 
half of 1990s, Chinese government started to take steps to deal with the situation in rural areas 
and small cities, however, the number of migrants to rural areas gradually decreased. 
   In this paper, we focus on the case of inland areas;GANSHU and HUBEI, analyzing the condition of 
depopulation and its causes in inland areas, using fieldwork, statistical analysis etc.   

研究分野：経済学、社会学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
 本研究成果の学術的社会的意義として、第一に中国政府に対して政策性の助言を提供することである。つま
り、日本と中国の研究者が協力して、直面している過疎化の問題とその解決方法を分析考察することで、将来的
にそれらの問題を解決するための提案を助言できる。第二に国際比較の観点から、過疎問題の論点を提示しえた
ことである。第三に経済学や社会学からの学問上の要請に答えたことである。第四に今後の中国農村の活性化の
視点を提供できたことである。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
 1978 年から始まる改革開放政策を通じて、中国の工業化や都市化が進展し、かつそれによる

大量の農村人口（特に 40歳以下の壮年・若年層）の外流や出稼ぎにより、農村常住人口の減少

がすすみ、いわゆる「過疎化」が進展した。これまでの調査、研究を通じて、中国農村の４分

の１から３分の１の範囲で、過疎化の現象がみられることがあきらかにされている。しかしな

がら、その状況や原因については、十分に研究や考察が進んでいない。 

 

２．研究の目的 
 過疎化が顕著な中国内陸農村部（湖北省、甘粛省など）を事例として、中国農村における過

疎化の構造と今後の展開過程を社会学や経済学の視点を中心にして、また日本の過疎化研究の

成果を参考にして、分析し考察することである。 

 
３．研究の方法 
  フィールドワーク、統計分析、資料分析など 
 
４．研究成果 
（和文） 

 1970 年代後半からの高度成長期に、農山漁村や地方の中小都市から多くの若者が出稼ぎや進

学のために、上海や北京などの大都市圏や、近隣の地方都市に移動（流出）していった。それ

により地方の中小都市や農山漁村では人口が減少し過疎化が生じ、大都市では過密にみまわれ

た。1990 年代後半に入ると、内陸の過疎地域では少子化、高齢化が進行していった。地方の市

町村では政府の過疎対策に依拠してその対策に尽力してきたが、過疎化は依然として進行して

いる。 

  本研究は、中国内陸地域を事例として、中国における過疎化の現状や原因について、現地調

査、統計分析、資料の分析などを通じて、明らかにしている。 

 

（英文） 

 In the era of high economic growth starting from the last half of 1970s, many young 

people in rural districts and small cities migrated to SHANGHAI and PEIJING metropolitan 

areas, or other capital in order to find jobs or to pursue further education. These 

population movements resulted in depopulation of rural areas and congestion in large 

cities. After the second half of 1990s, Chinese government started to take steps to deal 

with the situation in rural areas and small cities, however, the number of migrants to 

rural areas gradually decreased.  

  In this paper, we focus on the case of inland areas –GANSHU and HUBEI, analyzing the 

condition of depopulation and its causes in inland areas, using fieldwork, statistical 

analysis etc.    
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